
２．関西・大阪を取り巻く社会経済情勢 
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関西・大阪の経済規模 

• 関西域内総生産（GRP）は、主要国一国の総生産（GDP）に匹敵する経済規模。 
• 大阪府は、関西において、人口・経済規模面で中心的役割を担っている。 

関西域内総生産（GRP）と 
世界主要国の総生産（GDP）の比較(2010年) 

（出典：一社大阪国際経済振興センターHP） 

関西における大阪府の人口・経済規模 

※GDP（Gross Domestic Product）：国内総生産 
GRP（Gross Regional Product）：域内総生産 

2-3 出典：第36回大阪府住宅まちづくり審議会 資料集（H27.7.23）  



出典：大阪府「財政のあらまし（平成28年６月）」 

府税収入の推移 

（注） 1 平成元～26年度は決算額、27年度は最終予算額、28年度は当初予算額である。 
     2 実質収入とは、（府税＋譲与税＋清算金収入）－（税関連の市町村交付金、清算金支出、還付金等）である。 
     3 地方法人特別譲与税とは、平成20年度税制改正により、従来の法人事業税（地方税）の一部を地方法人特別税（国税） 
       として徴収し、各都道府県に人口及び従業員数を基準として再配分するものである。 
     4 （ ）内の数字は平成1年度を100とした場合の指数である。 

• 2016年度（平成28年度）の府税収入（当初予算額）は、実質収入で１兆1,792
億円（ピーク時（1990年度（平成２年度））の87.3％）、法人二税で3,791億円
（ピーク時（1989年度（平成元年度））の45.4％）を見込んでいる。 
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企業の状況 

大阪における資本金100億円以上の企業の本社数の推移 

出典： 2016年度版なにわの経済データ 

• 大阪府における資本金100億円以上の企業の本社数は、移転等などにより減少する
動きが続いている。 
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大阪府における資本金100億円以上企業の本社数の推移 （単位：社）

第I分類

（単独本社）

第II分類

(複数本社[主])

第III分類

(複数本社[従]）

47 22 7 76 - 76

- - - - -

88 41 11 140 2 142

87.2% 86.4% 57.1% 84.2% - 86.8%

91 49 12 152 2 154

3.4% 19.5% 9.1% 8.6% 0.0% 8.5%

92 51 12 155 7 162

1.1% 4.1% 0.0% 2.0% 250.0% 5.2%

75 45 17 137 17 154

-18.5% -11.8% 41.7% -11.6% 142.9% -4.9%

72 36 11 119 31 150

-4.0% -20.0% -35.3% -13.1% 82.4% -2.6%

69 30 9 108 39 147

-4.2% -16.7% -18.2% -9.2% 25.8% -2.0%

（東洋経済新報社「会社四季報」1985、1990、1995、2000、2005、2010、2015年各第1集をもとに集計）

（注）１．上段は本社数。下段は本社数の対前期変化率。

      ２．これまでの調査において、非上場の相互会社等が調査対象に含まれていたため除外し、過去に遡って集計を見直した。
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大阪府における資本金100億円以上の企業の本社数の推移

ここで用いている分類は以下の通りです。
第Ⅰ分類（単独本社企業） ＝大阪にのみ本社を置く企業
第Ⅱ分類（複数本社企業[主]）＝複数本社制を採用し、大阪に主たる本社を置く企業
第Ⅲ分類（複数本社企業[従]）＝複数本社制を採用し、他府県に主たる本社を置く企業
第Ⅳ分類（元大阪本社企業） ＝昭和59年以降のいずれかの調査時点に大阪に本社を置いていたが、

現在は置いていない企業



2.雇用創出 

■完全失業者数・完全失業率の推移 
（出典：総務省「労働力調査」、大阪府統計課「労働力調査地方集計結果（年平均）」より大阪府企画室作成） 
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a＜大阪府＞完全失業率 
H27年 4.2%（年平均） 

a＜全国＞完全失業率 
H27年 3.4%（年平均） 

雇用状況 ①失業率の推移 

• 大阪府の完全失業率・完全失業者数は、2012年（平成24年）からは改善がみられ
るものの、全国平均より高い状況が続く。 

• 大阪の完全失業率（年平均） 
  ・2015年（平成27年）：4.2％  2014年（平成26年）より更に改善。 
  ・2014年（平成26年）：4.6％  比較可能な2007年（平成19年）以降で最も低い率となった。 
  ・2013年（平成25年）：4.8％  1年を通して改善。年平均で4.8％と16年ぶりに4％台へ。 
  ・2012年（平成24年）：5.4％  年平均では若干の悪化となったが、年度後半より改善の傾向。 

出典：データで見る「大阪の成長戦略」（2016年8月） 
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■完全失業者数・完全失業率の推移 
（出典：総務省「労働力調査」、大阪府統計課「労働力調査地方集計結果（年平均）」より大阪府企画室作成） 



■有効求人倍率・新規求人倍率（出典：厚生労働省「職業安定業務統計」） 

※パートを含む 

7 

0.70

0.90

1.10

1.30

1.50

1.70

1.90

2.10

2.30

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

H25(2013) H26(2014) H27（2015） H28

新規求人倍率（大阪府） 

新規求人倍率（全国） 

有効求人倍率（大阪府） 
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（季節調整済、倍） ＜新規求人倍率＞ （単位：倍）

H27年 H28年

6月 9月 12月 3月

全国 1.79 1.83 1.90 1.90

大阪府 1.87 1.90 2.04 1.99

＜有効求人倍率＞

H27年 H28年

6月 9月 12月 3月

全国 1.19 1.23 1.27 1.30

大阪府 1.19 1.22 1.29 1.30

雇用状況 ②求人倍率の推移 

• 大阪府の有効求人倍率、新規求人倍率はともに上昇傾向。 
• 新規求人倍率は概ね全国平均を上回る。有効求人倍率は、全国平均とほぼ同じ。 
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出典：データで見る「大阪の成長戦略」（2016年8月） 



■所得階層別世帯数割合の推移（出典：総務省「就業構造基本調査」） 
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所得階層の状況 

• 大阪府は他の自治体に比べ、中間所得層の減少及び低所得者層の増加が大きい。 
• 所得階層別世帯数割合も、特に500万円～999万円の層が減少し、中間所得層が減
少。他方で、300万円未満の世帯が増加。 

• 高齢者を除くと、300万未満の世帯が40.9％から31.8％に減少するが大きな傾向
は変わらず。 
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出典：データで見る「大阪の成長戦略」（2016年8月） 



訪日外国人客数の推移 

• 2011年（平成23年）の東日本大震災発生後は順調に増加し、2013年（平成25
年）には1,000万人を超え、2015年（平成27年）には約1,973万人に達し、
2015年度（平成27年度）では2,000万人を突破した。 

出典： 日本政府観光局 
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日本政府観光局（JNTO）HPを基に作成 

（参考）2015年度（平成27年度）21,358,925人 

年別 訪日外客数、出国日本人数の推移 



来阪外国人客数の推移 

• 2015年（平成27年）に大阪府を訪れた外国人旅行者数は、716万人と過去最高
となり、2020年の目標を前倒しで達成した。 

• 国籍別では、韓国・台湾・中国で6割以上を占める。 
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2010 2011 2012 2013 2014 2015

来阪外国人数 2,349 1,583 2,028 2,625 3,758 7,164

中国の割合 31.2% 31.7% 30.3% 20.2% 26.8% 37.9%

韓国の割合 25.1% 23.4% 22.1% 22.0% 19.2% 15.1%

台湾の割合 12.8% 15.2% 15.0% 20.2% 18.1% 14.7%

香港の割合 4.5% 6.1% 4.6% 6.7% 7.1% 7.5%

アメリカの割合 5.0% 5.6% 4.6% 4.6% 4.2% 3.3%
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■来阪外客数の推移（全体・国籍別） 
（出典：国際観光統計（JNTO)、消費動向調査（観光庁）より作成） 

出典：データで見る「大阪の成長戦略」（2016年8月） 



宿泊者数（延べ、外国人、日本人）の推移 

【集客（延べ宿泊数）】 
• 東日本大震災後の我が国の延べ宿泊者数は、増加を続けている。 
• 大阪府における外国人延べ宿泊者数は、前年度からの伸び率が44.6 %と、全国的
にも高い伸びを記録したが、日本人延べ宿泊者数は、微減。 
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■宿泊者数（延べ外国人、日本人）の推移 
（出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」から大阪府企画室作成） 

※「日本人」は、延べ宿泊者数全体から「外国人」を引いて算出している。 

(単位：千人泊) 

※各都市の「外国人述べ宿泊者数の割合」「日本人延べ宿泊者数の割合」はそれぞれ、
全国の「外国人述べ宿泊者数」「日本人延べ宿泊者数」に占めるもの。 
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出典：データで見る「大阪の成長戦略」（2016年8月） 



観光交流人口増大の経済効果（2015年） 

定住人口＝1億2,711万人 
1人当たり年間消費額=125万円 

旅行消費額 
 
 
 

うち宿泊旅行  15.8兆円 
うち日帰り旅行  4.6兆円 

 
 
 
 
 

＋ 
 

定住人口1人減少分 

又は 
 
 
 
 
 

又は 

外国人旅行者 
7人分 

国内旅行者（宿泊） 
25人分 

国内旅行者（日帰り） 
79人分 

訪日外国人旅行者 
 

 
 
 

 
 

1人1回当たり消費額 
17万6千円 

 

訪日外国人旅行者 
3.5兆円 

国内旅行者（海外分除く） 
20.4兆円 

減少 

拡大 

国内旅行者（宿泊＋日帰り） 
 

 
うち宿泊  3億1,299万人 
うち日帰り 2億9,173万人 

 
 

1人1回当たり消費額 
宿泊  5万1千円 
日帰り 1万6千円 

定住人口は2015年国勢調査（総務省）、定住人口1人あたり年間消費額は2015年家計調査（総務省）による。 
旅行消費額の訪日外国人旅行は訪日外国人消費動向調査（2015年）より算出、国内旅行は旅行・観光消費動向調査（ 2015年1～12月期（確報） ）により算出。 
訪日外国人旅行者はJNTO（2015年）発表数値、国内旅行者は旅行・観光消費動向調査（2015年1～12月期（確報））により算出。 
訪日外国人旅行者1人1回当たり消費額は訪日外国人消費動向調査（2015年）、国内旅行者（宿泊/日帰り）1人1回当たり消費額は旅行・観光消費動向調査（ 2015年1～12月期（確報） ）により算出。 
定住人口1人減少分に相当する旅行者人数は、定住人口1人当たり年間消費額を訪日外国人旅行者又は国内旅行者1人1回当たり消費額で除したもの。 

1,974万人＜延べ人数＞ 6億472万人＜延べ人数＞ 

• 外国人旅行者７人分、国内旅行者（宿泊）25人分、国内旅行者（日帰り）79人分の
旅行消費額は、定住人口１人当たりの年間消費額（125万円）にあたる。 
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